
] 補助金の明細 （単位：円）

区 分 当 期 交 付 額
左 の 会 計 処 理 内 訳

摘 要建設仮勘定見返補助
金等 資産見返補助金等 資 本 剰 余 金 長期預り補助金等 収 益 計 上

科学技術総合推進費補助金 19¶615¶518 0 0 0 0 19¶615¶518

最先端研究開発戦略的強化費補助金 2¶289¶582¶451 0 0 0 0 2¶289¶582¶451

先端研究助成基金助成金 4¶628¶413¶109 0 113¶896¶691 0 0 4¶514¶516¶418

計 6¶937¶611¶078 0 113¶896¶691 0 0 6¶823¶714¶387

12．役員及び職員の給与の明細

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支給額（千円） 支給人員（人） 支給額（千円） 支給人員（人）

役 員 (1¶091)
84¶004

(1)
6

(0)
3¶093

(0)
1

職 員 3¶634¶799 471 257¶996 17

任期付職員等 (1¶977¶051)
6¶732¶322

(1¶097)
1¶102

(0)
0

(0)
0

合 計 (1¶978¶143)
10¶451¶125

(1¶098)
1¶579

(0)
261¶090

(0)
18

13．開示すべきセグメント情報
当法人の各勘定区分では各勘定特有の事業等を営んでおり、法人単位で共通する事業セグメントは無いため、法人単位財務諸表のセグメント情報については、記載を省略している。なお、開示セグメ
ント情報は一般勘定のみとなっている。

（単位：円）

新技術創出研究 企 業 化 開 発 科学技術情報
流通促進 研究開発交流支援 科学技術理解増進 法 人 共 通 合 計

事業費用 68¶860¶759¶165 17¶468¶339¶628 5¶410¶884¶633 4¶352¶406¶909 8¶584¶135¶358 6¶177¶860¶786 110¶854¶386¶479

うち業務費 68¶860¶739¶223 17¶468¶339¶628 5¶410¶883¶485 4¶348¶450¶611 8¶584¶135¶358 3¶108¶718¶886 107¶781¶267¶191

うち一般管理費 0 0 0 0 0 3¶067¶656¶767 3¶067¶656¶767

うち財務費用 19¶942 0 1¶148 3¶956¶298 0 1¶485¶133 5¶462¶521

事業収益 69¶017¶170¶095 17¶643¶075¶547 5¶425¶754¶643 4¶356¶800¶161 8¶684¶125¶073 6¶309¶621¶488 111¶436¶547¶007

事業損益 156¶410¶930 174¶735¶919 14¶870¶010 4¶393¶252 99¶989¶715 131¶760¶702 582¶160¶528

総 資 産 15¶615¶751¶660 63¶381¶208¶296 1¶003¶371¶701 4¶420¶150¶893 22¶959¶101¶587 23¶686¶262¶679 131¶065¶846¶816
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~１．役員（含非常勤役員）報酬基準の概要

独立行政法人科学技術振興機構役員報酬規程に基づき支給。

２．職員給与基準の概要

独立行政法人科学技術振興機構職員給与規程に基づき支給。

３．報酬又は給与における支給人員数は、年間平均支給人員を記載。

４．損益計算書の人件費には、上記給与の他に法定福利費が含まれる。

（法定福利費：1¶832¶216千円）

５．（ ）は、非常勤の役職員に対するもので、外数である。

６．計数は切り捨てしていることから、合計は一致しないことがある。

~１．事業の種類の区分方法及び事業の内容は次のとおりである。
{事業の種類の区分方法は、中期計画に基づく区分による。
|各事業の内容
【新技術創出研究】 新技術の創出に資する研究事業
【企業化開発】 新技術の企業化開発の推進事業
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